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The purposes of this thesis are the following three points. First, the semiconductor 
industry in the world, it is clarified at what position the semiconductor industry of the 
Japan and China is. Secondarily, the cause of the failure of a rapid position decrease and 
the corporate activity of the semiconductor industry and the enterprise in Japan is pointed 
out. Thirdly, current situations and issues of the development of semiconductor industry in 
China are presented. 
The semiconductor industry of Japan has developed rapidly until about 1990, and came 
to occupy about the half of the world share in that. However, the market share was rapidly 
lost due to the failure of management strategy and corporate activity. The semiconductor 
industry of China grows up rapidly by the fostering of industry after the 2000's. However, 
the growth is centering on the foreign capital, and it has still a lot of problems in the point 
of development of a Chinese enterprise.
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はじめに
本稿の課題は次の 3点である。第 1に世界の半導体産業において、日本と中国の半導体産業
がどのような位置にあるのかを明らかにすること、第 2に日本の半導体産業の急速な地位低下
および企業行動の失敗の原因を指摘すること、第 3に中国における半導体産業の発展の現状と
課題について提示することである。
結論的にあらかじめ述べると、次のようになる。日本の半導体産業は 1990 年頃まで急速な
発展を遂げ、世界市場シェアの約半分を占めるようになったが、経営戦略と企業行動の失敗に
より、急速に市場シェアを失っていった。中国の半導体産業は、産業育成策により、2000 年代
以降急速に成長を遂げている。しかし、その成長は外資を中心としたものであり、中国企業の
発展という点では、まだ数多くの課題を抱えている。
Ⅰ　世界の半導体産業における競争関係
1．世界の半導体産業の成長
半導体産業は 2500 億ドル程度の規模であるが、電子産業をはじめ多くの産業が製造する製
品の機能を制御する中核的部品を生産している。半導体は中核部品として 5兆ドルにもおよぶ
諸産業を支えているのである。具体的には、電子産業だけではなく、半導体を搭載する電子機
器を使用しているコンピュータ、通信ネットワーク、自動車、産業機器、インターネット・ビ
ジネス、ゲーム、コンテンツ等の広範な産業領域に及んでいる１）。
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図 1　世界半導体市場の推移
　　　　　　出所）電子情報技術産業協会編 [2009]『ICガイドブック（2009 年版）』21 ページ
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世界の半導体市場は 4年に一度程度の好不況のサイクルはありながらも、この 40 年間にわ
たって大きく成長を遂げてきた（図1参照）。その中でも日本を除くアジア太平洋半導体市場は、
この 10 年間、急激に成長を続け、現在では世界全体の半分近くを占めている（図 2参照）。こ
の日本を除くアジア太平洋市場の中心は、後でも述べるが中国である。中国はこの半導体市場
においても、急速に存在感を高めているのである。
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図 2　急速に成長を遂げるアジア太平洋半導体市場
出所）電子情報技術産業協会編 [2009]『ICガイドブック（2009 年版）』246ページ、図 4－1－6、原出所はWSTS
図 3　集積度の拡大と最小線幅（プロセス）の縮小
出所）電子情報技術産業協会編 [2009]『ICガイドブック（2009 年版）』244 ページ、図 4－1－3
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半導体産業では、急激な技術革新・技術進歩が生じることが知られている。半導体の集積度
は年々増大し、回路の線幅は年々狭くなり続けている（図 3参照）。このことから、半導体産
業において技術イノベーションをリードするには、高い研究開発投資比率を実現する必要があ
り、トップクラスの半導体企業では売上高比率 20％にもなっている。また、半導体産業では膨
大な設備投資を継続しなければ、競争優位を勝ち取ることは出来ない。設備投資は好不況の波
との関係もあり、年によって大きく変動することも重要な側面である。適切な投資の意思決定
が出来るかどうかは、企業の競争優位を大きく左右する要因である。とりわけ、ウエハ処理工
程といわれる前工程のおける設備投資額は大きい。
2．世界半導体売上高の推移と生産能力
さて、世界の半導体売上高ランキングの推移（表 1参照）をみると、1970 年代は TIなどの
米国企業が上位を占めていたが、1980 年代半ばから日本電気（NEC）などの日本企業が上位
を占めるようになった。しかし、1990 年代後半以降は日本企業は目立たなくなり、インテルが
トップを占め続けていること、2000 年代以降は三星電子が 2位を占めるようになったことは特
徴的である。
例えば、1990 年には上位 3社は日本企業が占め、上位 10社のうち 6社が日本企業であったが、
ほぼ 20 年後の 2009 年には、上位 3社の中に 3位の東芝があるだけで、上位 10 社には 2社し
か入っていない。日本企業がこの 20 年間で世界半導体産業において存在感をいかに無くして
いるかを示している。これに対して、1990 年には上位 10 社に 1社も入っていなかった韓国企
業は、2009 年には 2 位に三星電子、7 位にハイニックスの 2 社が入っている。米国企業は、
1990 年に上位 10 社に 3社（モトローラ、インテル、TI）が入っており、2009 年には 4社（イ
ンテル、TI、クアルコム、AMD）が入っており、依然として半導体産業においては重要なプレー
ヤーである。ちなみに、欧州企業は 1990 年にはフィリップスだけが上位 10 社にいたが、2009
年には STマイクロエレクトロニクスとインフィニオンの 2社が入っている。
2000 年代において、いま一つ注目すべきは台湾の TSMCである。半導体売上高ランキング
は自社ブランドで半導体を販売していることを基準にしているため、TSMCはランキングに登
場しないが、他社から生産委託をうけるファウンドリビジネス世界 1位２）の同社の売上高を世
界半導体売上高ランキングに当てはめると、2009 年には第 5位に位置づいているのである。
世界の半導体産業を工場の生産能力という指標でみると、台湾、日本、韓国、中国といった
東アジアが 65％を占めており、新鋭の 12 インチ工場の生産能力では、台湾が 30％を超え、韓国、
日本、中国を加えた東アジアで 71％を占めている３）。企業別にみると、1位が三星電子、2位
が東芝、3位が TSMC、4位が Powerchip，5位がインテルである。ちなみに、SMIC（中国）
は 12 位である４）。ここから、半導体の生産能力という視点から見ると、東アジアは圧倒的な地
位を占めていること、台湾は新鋭工場で世界をまさにリードしていることが確認できる。
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表 1　世界半導体メーカー上位 10社推移
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2009
1 位 TI NEC NEC Intel Intel Intel Intel 
2 位 Motorola Motorola 東芝 NEC 東芝 三星電子 三星電子
3位 NS TI 日立 東芝 ST TI 東芝
4位 NEC 日立 Motorola 日立 三星電子 東芝 TI
5 位 日立 東芝 Intel Motorola TI ST Micro ST Micro
6 位 東芝 Philips 富士通 三星電子 NEC ルネサス Qualcomm
7 位 Intel 富士通 TI TI Motorola Infineon Hynix
8 位 FCI  Intel 三菱 富士通 日立 Philips ルネサス
9位 Philips NS Philips 三菱電機 Infineon ハイニックス AMD
10 位 シーメンス 松下電子 松下電子 現代電子 Philips NECエレ Infineon
出所）プレスジャーナル社編『1985 年度版 日本半導体年鑑』104 ページ、表 13：同『1999 年度版 日本半
導体年鑑』72 ページ、表 3：日本電子機械工業会編『2000 年 ICガイドブック 2000 年版』29 ページ、
表 1-4：電子情報技術産業協会編『ICガイドブック 2003 年版』43 ページ、表 1-4：電子情報技術産
業協会編『ICガイドブック 2009 年版』251 ページ、表 4-1-1：http://www.gartner.co.jp/press/html/
pr20100401-01.htmlより作成
Ⅱ　日本の半導体産業の市場シェア低下要因
1．技術的要因
次に、日本の半導体産業がなぜ、市場シェアを落とし続けたのかについて見てみる。1990 年
ごろに世界半導体産業の過半を占めた日本は、その後、市場シェアを落とし続け、現在は 20％
台である。このことを技術と戦略の 2つの側面から検討する。湯之上隆［2005・10］は、半導
体生産に関する技術を三階層として見ることが重要であり、それは要素技術、インテグレーショ
ン技術、生産技術であると指摘している。要素技術とは、成膜技術、リソグラフィ（露光転写）
技術、エッチング（食刻）技術、洗浄技術、検査技術など生産工程を構成する最小基本単位で
ある。インテグレーション技術とは、要素技術を組み合わせて半導体デバイスをシリコンウエ
ハ上に形成するための工程フローを構築する技術である。生産技術とは、工程フローに従って、
シリコンウエハ上に目標とする品質の半導体デバイスを作り込み量産する技術であり、ここで
は品質と歩留まりが重要である。
この三階層として半導体生産技術を見ると、日本は高品質・極限技術を追求しがちであり、
そのため工程数が多くなり、コスト高である。韓国や台湾は歩留まりとコストを最も重視する
ことから、既存技術の延命に熱心であり、工程数をなるべく減らそうとし、歩留まり率向上を
徹底させている。わかりやすく言えば、日本は 25 年保証のメモリを生産してその品質と技術
力の高さを誇るものの市場では敗退し、韓国や台湾は顧客が求める水準のメモリを生産して市
場で競争優位に立ったのである。
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表 2　三階層の技術における日本と韓国・台湾との比較
日本 韓国・台湾など 
最優先事項 高品質、極限技術 歩留まり、コスト
要素技術 ・技術開発力は高い
・極限技術を追求する
・オーバースペック気味？
・既存技術を延命する
・技術開発には興味ない？
・装置メーカーまかせ
インテグレー
ション技術
・高性能実現のため、あらゆる工夫を
盛り込む、その結果工程数が多い
・歩留まり向上のためにインテグレーションする（韓国）
・マスク枚数、工程数をなるべく減らす（台湾）
生産技術 ・歩留まりよりも高品質優先？
・高級な装置を並べる
・装置のスループット悪い
・歩留まり向上を徹底する
・既存装置を使いこなす
・装置稼働率・スループット向上を目指す
注）スループット（throughput）とは、単位時間内に処理できる仕事量のこと
出所）湯之上隆［2005・10］「半導体業界の定説を検証「日本は技術の的を外している」」『日経マイクロデ
バイス』55 ページ、図 9。
2．戦略的要因
戦略を見る場合、経営戦略における方向性と使用資源のありようを抜本的に変更する戦略転
換という視点が重要である。
インテルの場合、世界で初めて同社が商業用に成功した DRAMの競争優位を失い、そこか
ら撤退してマイクロプロセッサに資源集中をする決断に至るまで、4～ 6 年かかっている。具
体的には次のような経緯をたどっている。インテルは 1970 年 10 月に DRAM1103 という IC
メモリを開発したのであるが、そもそも同社は半導体メモリ技術を発展させてビジネスを行う
ために、フェアチャイルドから R.ノイスと G.ムーアが独立して、1968 年に創業した企業で
ある。同社は半導体ビジネスにおいて DRAMビジネスを立ち上げていったのであるが、この
分野での日本企業との品質・コスト競争は激しく、競争劣位に置かれた。同時に、同社内での
経営資源獲得競争にも敗れることになった。
同社では、「製造に関するアクティビティ毎のマージン（もしくはウエハ 1枚当たりのマー
ジン）を最大化する製品に対して、資源を優先的に割り当てる」５）という資源配分ルールを設
けており、この社内競争に DRAM事業は敗れたのである。具体的には当時、EPROMとマイ
クロプロセッサ事業は収益を上げており、この 2つの事業に資源が優先的に配分されたのであ
る。同社では、1984 年 11 月に DRAM撤退の決断をしたが、16KDRAM市場でのシェア低下
が 1978 年 、64KDRAMM市場でのシェア獲得失敗が 1980 年であり、撤退の意思決定までに 6
年ないし 4年 を要している。意思決定までに相当長期間を要した要因の一つには、DRAMビ
ジネスが、インテルの創業以来の中核事業 であったためでもある。そして、同社は、1971 年
11 月に開発に成功していたマイクロプロセッサ分野に経営資源を集中していったのである。
日本企業の場合、DRAM市場で三星電子に対する競争劣位が明確になってこの市場から撤
退するのに 3～ 7年を要している。撤退期間そのものはインテルとさほど違わないが、その後
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に選択する戦略がシステム LSIということであったが、上手くいかず、新たな市場での競争優
位を構築することができなかった。具体的には、16MDRAMでの三星電子1位が1996年であり、
富士通の DRAM撤退は 1999 年、東芝の同製品撤退は 2002 年、三菱電機の同製品撤退は 2003
年であった。意思決定自体が遅いとも言えるが、インテルのそれと比較して特に遅いとも言え
ない。問題は、重要製品分野選択が不十分、不徹底であったことであり、システム LSIは「選
択」たりえたのかということが問われている。
この新しい戦略構築に失敗し続けたことや、別会社化が不十分であったり、再編後の企業の
株式上場が不徹底であることも日本企業が半導体事業の再構築に失敗し、市場シェアを回復出
来なった要因である。日本企業の中で、東芝とエルピーダ・メモリは例外的存在である。東芝
はフラッシュメモリで一定の成功をみせるなど製品戦略において他の日本企業よりも明確で
あった。エルピーダ・メモリは坂本幸雄代表取締役社長のリーダーシップにより合併会社にお
ける事業システムを抜本的に再編成した上で、DRAMに焦点を合わせた製品選択を行い、適
切な市場投入とそれを可能にする資金調達、製品開発投資、設備投資、生産稼働を実現したの
である。
Ⅲ　中国の半導体産業の発展と課題
1．半導体産業育成策
まず、中国における半導体産業の発展動向を見る。中国における半導体需要と生産は 2000
年代に入り急速に増大し、とくに半導体市場はいまや世界の 40％を占めるまでになった。ただ
し、半導体生産は市場の増大に対応するまでの成長は実現出来ていない。
表 2　世界半導体市場における中国の比率
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出所）産業タイムズ社編 [2009]『アジア半導体 /液晶ハンドブック 2009―2010』60 ページより作成
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中国の半導体産業の育成政策であるが、そもそも中国の半導体技術は 1970 年代に世界との
差が拡大し、それを取り返すために 1980 年代以降に育成政策をとったが、世界との差はなか
なか埋めることは出来なかった。結論的に言うと、2000 年代に入り、国務院のいわゆる 18 号
文件を契機として急速な発展を見たのであり、その後5年間の投資額は過去20年の4倍になり、
産業規模も5年間で3倍になった。中国の半導体産業は90年代の様々な試行錯誤の努力の上に、
2000 年代になってようやく急速な成長軌道に乗ったのである。
具体的に見てみる。1970 年代以降、COCOM（現ワッセナー・アレンジメント）のもとで、
半導体技術の発展を図る他なく、技術格差が拡大していった。改革開放政策が推進されていく
第 6次 5 カ年計画（1981 ～ 85 年）、第 7次 5 カ年計画（1986 ～ 90 年）において、電子工業部
は 1986 年に IC技術 531 発展戦略（5ȝ推進、3ȝ開発、1ȝ突破）を提起し、国家計画委員会と
機械電子工業部が 1989 年に半導体発展戦略を採択 した。続いて、第 8次 5カ年計画（1991 ～
95 年）、第 9次 5 カ年計画（1996 ～ 2000 年）においては、908 プロジェクト（1990 ～ 95 年）
で 6インチウエハと 0.8 ～ 1.0ȝの実現、909 プロジェクト（1996 ～ 2000 年）で 8インチウエ
ハと 0.5 ～ 0.35ȝの実現を図った。この時期には、垂直統合型企業（IDM）の育成を図ること
を目標とし、中国華晶電子、上海貝微電子、上海先進半導体、首鋼 NEC、華越微電子、華虹
NECの 6社を特に重点的に支援していった。
しかしながら、世界との差を埋めるには不十分ということで、1990 年代末に方針転換をし、
IDMの受託製造業務、ファウンドリ・ビジネスへの転換を行うこととなった。そうした中で、
中芯国際集成電路制造有限公司（SMIC）、上海宏力半導体制造有限公司（GSMC）が設立さ
れたのである。そして、世界との差を埋めるべく、2000 年に国務院が『ソフトウエア産業及び
IC産業を奨励する若干の政策』（いわゆる 18 号文件）を 出し、税制、投資、輸出入、人材、
知財、購買、外貨等の様々な側面から半導体産業の育成を強力に行うことになった。以後 5年
間の投資額は過去 20 年の 4倍、産業規模は 5年で 3倍となった。米国が 2004 年にWTO提訴
したことから、同年に、中国は半導体製品の付加価値税還付政策等を廃止した。信息産業部は
半導体産業 3原則、すなわち、WTO原則遵守、支援体制継続、部門間連携強化を提示し、また、
2免 3 半減（2年間免税、以後 3年間半額減免）を 5免 5 半減（投資額 80 億元、線幅 0.25ȝ以
下の企業対象）とした６）。
2．中国における半導体企業の現状
中国の半導体組立企業と前工程企業の上位を見ると、外資系企業が多いことが一目瞭然であ
る。2007 年の組立工程の上位 3社を見ると、フリースケール（米国モトローラの半導体部門が
2003 年に独立）、キマンダ（独シーメンスの半導体部門が 1999 年に独立したインフィニオン・
テクノロジーズのメモリ事業部門から 2006 年に分社化、ただし、2009 年 1 月に破産）、RFマ
イクロデバイス（米国）はいずれも外資である。日系企業は 3社が上位 10 社に入っている。
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表 3　中国半導体組立（後工程）企業トップ 10
順位 企業名称 07 年売上額（億元）
1
伎思卡半ሬ体（中国）有限公司
Freescale Semiconductor (China) Co.,Ltd
134.63
2
奇梦墄科技（㣿州）有限公司
Qimonda Technology (Suzhou) Co.,Ltd
100.33
3
威䇟㚄合半ሬ体（北京）有限公司
RF Micro Devices (Beijing) Co.,Ltd
54.15
4
江㣿新潮科技集ഒ有限公司
Jiang su Xinchao Technology Co.,Ltd
37.80
5
上海松下半ሬ体有限公司
Shanghai Matsushita Semiconductor Co.,Ltd
32.67
6
深圳䎋意法半ሬ体有限公司
Shenzhen STS Semiconductor Co.,Ltd
30.61
7
南通富士通微⭥子有限公司
Nantong Fujitsu Microelectronics Co.,Ltd
25.87
8
星科金朋（上海）有限公司
STATS ChipPAC Co.,Ltd
20.59
9
端㩘半ሬ体（北京）有限公司
Renesas Semiconductor (Beijing) Co.,Ltd
20.23
10
Ҁ山无㓯⭥股份有限公司
Leshan Radio Company Limited
19.35
出所）濱田初美［2008］154 ページ、図表 5-8、原出所は中国半導体行業協会
表 4　中国半導体前工程企業トップ 10
順位 企業名称 07 年売上額（億元）
1
中芯国䱵集成⭥路制造有限公司
Semiconductor Manufacturing International Corporation
111.43
2
无䭑海力士意法半ሬ体有限公司
Wuxi Hynix-ST Semiconductor Co.,Ltd
93.59
3
ॾ⏖微⭥子（控股）有限公司
China Resources Microelectronics (Holdings) Limited
46.63
4
上海ॾ虹（集ഒ）有限公司
Shanghai Huahong (Group) Co.,Ltd
35.09
5
和㡠科技（㣿州）有限公司
Hejian Technology (Suzhou) Co.,Ltd
19.70
6
上海宏力半ሬ体制造有限公司
Shanghai Grace Semiconductor Manufacturing Corporation
15.34
7
首䫒日⭥⭥子有限公司
Shougang NEC Electronics Co.,Ltd
14.04
8
台〟⭥（上海）有限公司
TSMC (Shanghai) Co.,Ltd
13.40
9
上海先䘋半ሬ体制造有限公司
Shanghai Advanced Semiconductor Manufacturing Co.,Ltd
11.83
10
吉林ॾ微⭥子股份有限公司
Jilin Sino-Microelectronics Co.,Ltd
11.25
出所）濱田初美［2008］157 ページ、図表 5-10、原出所は中国半導体行業協会
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前工程企業の資本構成は複雑であるが、半分以上は外資系である。HNST（ハイニックス ST）
は韓国ハイニックスと欧州 STマイクロの合弁、上海華虹（集団）有限公司は NECと合弁で
上海華虹 NEC電子有限公司を所有、HEJIAN（和艦科技（蘇州）有限公司）は台湾 UMC系、
GSMC（上海宏力半導体制造有限公司）は中国と台湾プラスチック系の合弁、Shougang NEC 
Electronics Co.,Ltd（首鋼日電電子有限公司）は首都鋼鉄と NECの合弁、TSMC（Shanghai）
Co.,Ltdは台湾 TSMC系、上海先進半導体製造有限公司は欧州フィリップス系である。2008
年に売上高 1位になった HNSL（ハイニックス ST）はもちろんのこと、それ以外の企業でも
外資の直接・間接の関わりがある企業は多い。半導体設計企業は中国企業が多いが、組立企業、
前工程企業では外資系の存在が大きいのである。
3．半導体産業クラスターの発展
中国の半導体産業を産業クラスターの視点から見ると、長江デルタが約 4分の 3と圧倒的な
地位を占めている。続いて 15％強の環渤海湾、約 6％の珠江デルタである。長江デルタでは、
上海、蘇州、無錫の 3市が中心である。上海は前工程が中国全体の約 37％、全体で 30％弱、
蘇州は組立工程が中国全体の約 34％、全体で 20％弱を占めている。両市で中国全体の半導体
生産の約半分を占めているのである。
中国半導体産業が最も集積している上海は、1990 年代から手厚い半導体産業育成政策を実行
しており、現在では設計、前工程、組立工程、関連諸産業のすべてにわたって戦略的に産業育
成を図っている。上海における半導体産業育成状況を、岸本千佳司［2009・6］によって、も
う少し具体的に見てみる。上海には、7つの国家級開発区と 25 の市級開発区（2008 年現在）
がある。半導体関連では張江高科技園区（張江ハイテクパーク）が 1992 年 7 月に浦東新区に
創設されたが、ここは 25 ㎢の広さがあり、IC，ソフトウエア、バイオ製薬を 3大リーディン
表 5　地域別比および上海市と蘇州市の部門別シュア
地域 長江デルタ 環渤海湾 珠江デルタ 中西部他 
売上高（億元） 930.5 208.0 72.0 41.0
比率（％） 74.4 16.6 5.8 3.2
上海市 設計 前工程 組立工程 合計 
売上高（億元） 36.5 146.7 183.3 366.5
部門比率（％） 10.0 40.0 50.0 100.0
全国比率（％） 16.2 36.9 29.2 29.3
蘇州市 設計 前工程 組立工程 合計 
売上高（億元） 5.0 20.1 214.8 239.9
部門比率（％） 2.1 8.4 89.5 100.0
全国比率（％） 2.2 5.1 34.2 19.2
出所）岸本千佳司［2009・8］6 ～ 7 ページ、表 6、表 7、表 8。原出所は上海市信息化委員会・上海市集成
電路行業協会、蘇州市集成電路行業協会
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グ産業に育成することを目標にしている。2007 年末現在で、5,359 社があり、収入 685.7 憶元、
工業生産高 390 億元である。上海の半導体売上高の約 6割を占めており、中芯国際、上海宏力、
上海華虹が立地し、半導体設計企業約 100 社、組立企業 12 社、フォトマスク企業 2社、装置・
部材企業 34 社の合計約 150 社（2007 年末現在）が進出している。また、北京大、清華大、復
旦大等の研究・教育機関も進出している。
さらに、張江孵化器管理中心が設立（2008 年 8 月現在）され、同パーク内の 10 か所のインキュ
ベータ、514 社を支援（2008 年 9 月末現在）した。設計業に特化した上海集成電路設計孵化基
地（上海 IC設計インキュベータ）が 2000 年に設立（2005 年に国家級として認定）されたが、
これは上海科技京城（20.6 万㎡）内にあり、約 100 社の入居企業（2008 年 12 月現在）に技術、
販路開拓、資金調達、国際連携の各支援、各種認定、基金やプロジェクトへの参加、優遇政策
への申請および税務等の手続き支援を行っている。
おわりに
最後に、日本と中国半導体産業の特徴を整理する。日本の半導体産業は 1990 年頃までメモ
リ分野を中心にして世界で最も市場シェアが高く、上位10社のうち過半を占めていた。しかし、
1990 年代以降には、半導体の技術トレンドと市場ニーズを正確に捉えることが出来ず、産業を
取り巻く環境の変化の中で、環境に適合的な戦略転換に失敗していった。この結果、2000 年代
終わりには世界半導体市場の 20％強までそのシェアは落ちている。
これに対して、中国半導体産業は 2000 年以降、2007 年まで急速に成長を遂げたが、ようや
く中国の総需要の 2割強を賄える規模になった段階である。半導体生産は前工程が 31％、組立
工程が 54％、設計が 16％であり、組立工程依存型である。これは中国が世界の電子機器製造
拠点であることと関連している。世界の組立工程専門企業もこぞって中国に生産拠点を移して
いる。設計企業は外資比率はそれほど高くなく、留学生帰国者によるベンチャー設立も目立っ
ている。半導体先端プロセス工程を有する工場はハイニックス STと SMICのみであり、2010
年に大連のインテル工場がこれに加わるのである。
注
１）電子情報技術産業協会編［2009］20 ページ
２）TSMCアニュアルレポート参照
３）湯之上隆［2008］182 ページ、図 6－7および 184 ページ、図 6－9
４）湯之上隆［2008］185 ページ、表 6－3
５）Burgelman., R.A. [2002]p.38
６）　以上の説明は中川涼司［2007］、濱田初美［2008］
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